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平成26年度科学技術重要施策アクションプラン 
及び対象施策 

（ナノテクノロジー・材料ワーキンググループ関連） 

・ナノテクノロジー・材料WGにおいてレビューする取組 
 
・取組の内容、特定施策一覧、詳細工程表 

資料３ 



  重点的課題 重点的取組 本ＷＧでレビューする 
技術領域 

クリーンなエネルギー
供給の安定化と低
コスト化（生産） 

（１）革新的技術による再生可能エネルギーの供給拡大 

（２）高効率かつクリーンな革新的発電・燃焼技術の実現 

（３）エネルギー源・資源の多様化 革新的触媒 

新規技術によるエネ
ルギー利用効率の
向上と消費の削減
（消費） 

（４）革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 パワーエレクトロニクス 

（５）革新的構造材料の開発による効率的エネルギー利用 構造材料 

（６）需要側におけるエネルギー利用技術の高度化 

高度エネルギーネッ
トワークの統合化
（流通） 

（７）多様なエネルギー利用を促進するﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの構築 

（８）革新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の高度化 

H26年度AP“クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現”の取組のうち、 
革新的触媒、パワーエレクトロニクス、構造材料、に係る取組についてレビューする。 

ナノテクノロジー・材料ワーキンググループにおいてレビューする取組 
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平成26年度 アクションプラン  クリーンなエネルギー供給の安定化と低コスト化  （３）エネルギー源・資源の多様化 
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 【取組の内容】 
  この取組では、現状は利用されていないエネルギー源・資源の商業化に向け
た技術開発を実施する。特に、我が国周辺海域における資源の商業化の実現
に向けたメタンハイドレート等海底資源の探査・生産技術の研究開発や低品位
炭素資源を有効に活用する技術開発、輸送・貯蔵技術等の技術開発を推進
する。また、シェールガス、非在来型原油や二酸化炭素等多様な原料から効
率的にエネルギー・化学品の生産を図る革新的触媒技術等及び微生物やバ
イオマスによるエネルギー資源の生産技術を研究開発する。この取組により、エネ
ルギー自給率の向上とエネルギーセキュリティが確保された社会を構築する。 
 

 ナノテクノロジー・材料WGでは、下記の取組の内容のうち、 
革新的触媒技術に係る施策をレビュー対象とする。 



 革新的触媒技術 平成26年度 アクションプラン特定施策（連携施策群） 

               施策名 施策番号 府省 実施期間 H26年度予算 (概算:百万円) 

革新的触媒による化学品製造プロセス技術開発 エ・経26 経産省 H25～H33 1,650 

エネルギー源・資源の多様化に向けた革新的触媒技
術の開発 エ・文06 文科省 H24～H33 2,252の内数 

日米等エネルギー技術開発協力事業 エ・経11 経産省 H22～H26 1,209の内数 

（特定における特記事項） 
 
・本施策は、触媒技術により化学品原料の多様化を推し進めるものであり、その重要性とシナジー効果が見込める。 
・エ・経26において革新的触媒の実用化に向けた技術開発、エ・文06において元素レベルからの革新的触媒技術の開発、エ・経11においてそれら成果も活用
した新規触媒の開発といったように、役割分担・連携体制が構築されており、着実な進展が期待される。 
・当初、「非可食性植物由来化学品製造技術の開発」に係る取組が連携施策の一部として盛り込まれていたが、当該施策の目標を明確化するため、本連携
施策に含まない形で整理された。 
・これにより、目標の明確化が図られたことで効率的な研究開発の推進が期待される。 
 
・今後は、具体的な事業化に向けての取組や計画を示すことが期待される。 
 
・なお、エ・経11については触媒技術を含む計7分野において、日米研究機関間が国際共同研究・標準化協力を実施し、日米双方の強みを相互補完する研究

開発の推進と共に、国際標準化による技術普及の観点での展開を図るものであるが、革新的触媒以外の分野（バイオ燃料、燃料電池等）においては、他施
策との連携は示されておらず、本施策によって得られる成果の展開については不明確である。 
・そのため、エ・経11は革新触媒分野のみ特定するものとする。 

連携施策群：革新的触媒技術の開発 
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※単独施策なし 



2014年度 2015年度 2016年度 
中間目標、アウトカム 

（2020年以降） 2013年度 主な取組 

革新的触媒技術の要
素技術の確立 

エネルギー(3) 

要素技術開発 

革新的石油精製技術開発（重質油等高度対応処理技術開発等） 

革新的石油精製技術を活用したプロセスの開発 

革
新
的
触
媒
技
術
 

バイオマス由来原料からの化学品製造技術開発 

エネルギー源・資源の多様化 

光触媒・新規触媒開発 

【エ・経11】 
・  ギ酸の水素キャリア利用のための
触媒開発 

 
・  常温常圧でのギ酸製造における触媒１
個あたりの反応回数50回/時間の達成 

 
・  触媒表面反応理論の構築 
・  微粒子表面エネルギーの解析 
・  微粒子合成手法の確立 

 
・  表面反応の解析 
・  微粒子触媒の反応解析 

有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 

【エ・経26】 
・  光触媒（ソーラー水素製造）の 
  モジュール化に向けた課題抽出 
 
・  水素・酸素分離膜候補を抽出 
 
・  合成触媒による反応プロセスの最適
化、小型パイロットの仕様検討 

 
・  光触媒（ソーラー水素製造）のモジュール

化に向けた課題抽出及びエネルギー変
換効率1%達成 

・  水素・酸素分離膜候補を抽出 
 
・  合成触媒による反応プロセスの最適化、

小型パイロットの仕様決定及びオレフィン
収率70%（ラボレベル）達成 

 
・  光触媒（ソーラー水素製造）のモジュール
方式絞り込み、個別要素技術開発 

 
・  水素・酸素分離膜候補を検討 
 
・  合成触媒による反応プロセス技術の開発 

 
・  光触媒（ソーラー水素製造）のモジュール
方式絞り込み、個別要素技術を確立 

  エネルギー変換効率3%を達成 
・  水素・酸素分離膜候補を確定 
    モジュールの仕様を決定 
・  小型パイロット規模での合成触媒による反
応プロセスを確立 

【エ・経26】 
・  砂から有機ケイ素原料を製造するた
めの反応経路と触媒探索 

・  有機ケイ素原料から高機能有機ケイ

素部素材を製造するための反応経
路と触媒探索 

 
・  砂から有機ケイ素原料を製造するた
めの反応経路と触媒探索 

・  有機ケイ素原料から高機能有機ケイ

素部素材を製造するための反応経路
と触媒探索 

 
・  砂から有機ケイ素原料を製造するた
めの反応経路と触媒探索 

・  有機ケイ素原料から高機能有機ケイ

素部素材を製造するための反応経路
と触媒探索 

 
・  砂から有機ケイ素原料を製造するため
の反応経路と触媒絞り込み 

・  有機ケイ素原料から高機能有機ケイ

素部素材を製造するための反応経路
と触媒絞り込み 

【エ・文06】 
・  触媒表面反応理論の構築 
・  微粒子表面エネルギーの解析 
・  微粒子合成手法の確立 

 
・  ギ酸の水素キャリア利用のための
触媒開発 

 
・  表面反応の解析 
・  微粒子触媒の反応解析 

技術開発 

技術開発 要素技術の確立 

要素技術の確立 

技術開発 

革新的触媒技術の開発 
【エ・文06】【エ・経11】【エ・経26】 

二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロセス技術開発 

情報交換・成果の受渡し 

システム化・実用化技術開発 
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平成26年度 アクションプラン  新規技術によるエネルギー利用効率の向上と消費の削減  （４）革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 
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 ナノテクノロジー・材料WGでは、下記の取組の内容のうち、 
パワーエレクトロニクス*に係る施策をレビュー対象とする。 

* ここでは、磁性材料、希少元素を含む 

 【取組の内容】 
 この取組では、モーターや情報機器等の消費電力を大幅に低減する超
低消費電力パワーデバイス（SiC、GaN 等）、超低消費電力照明、
超低消費電力ＬＳＩ（三次元半導体、不揮発素子等）、光デバイス、
ディスプレイ技術等の研究開発及びシステム化を推進し、電力の有効利
用技術の高度化を図るとともに、当該技術の運輸・産業・民生部門機器
への適用を拡大することで、エネルギー消費量の大幅削減に寄与する。こ
の取組により、革新的デバイスを用いた製品による新市場の創出及び我が
国の国際競争力強化を図るとともに、エネルギーの効率的な利用と国際
展開をねらう先端技術を有する社会を実現する。 



 パワーエレクトロニクス 平成26年度 アクションプラン特定施策（連携施策群） 

               施策名 施策番号 府省 実施期間 H26年度予算 (概算:百万円) 

次世代パワーエレクトロニクス技術開発プロジェクト エ・経15 経産省 H22～H31 5,980 

クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現に向け
た革新的デバイスの開発 エ・文13 文科省 H24～ 78,924の内数 

（特定における特記事項） 
 
・本施策は、SiCやSi、GaN等の最適な材料を用いた高効率なデバイスや周辺部材、モジュールと実装技術の開発、これらを組み込んだシステムの試作、性能
実証までを垂直統合で研究開発する取組であり、当該分野への経済効果は大きいと見込まれる。 
・経産省が事業化を見据えた技術開発、文科省が更に将来を見据えた革新的な部素材の基礎研究を行っており、役割分担の明確化、出口ニーズの要求・成
果の受渡等の連携体制の構築がなされている。 
・デバイス開発だけでなく、実装化、システム化に向けた取組の必要性について、次年度以降の取組課題として計画が具体化された。 
 
・今後は、他施策との連携により、当該技術と併せて付加価値を生み出す取組について検討することを期待する。 

連携施策群：次世代パワー半導体デバイスの開発 
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  特定施策名 施策番
号 府省 事業期間 H26年度予算(概算:百万円) 

次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発 エ・経30 経産省 H24～H33 3,000 

希少金属代替材料開発プロジェクト エ・経37 経産省 H19～H27 620 

単独施策 



2014年度 2015年度 2016年度 
中間目標、アウトカム 

（2020年以降） 2013年度 主な取組 

革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 

SiC等のウエハの大口径
化,高耐圧化及びシス
テム化の実現 

エネルギー(4) 

次世代半導体デバイスの周辺部品の開発 

パ
ワ
ー
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
 

（
イ
ン
バ
ー
タ
,
モ
ー
タ
ー
等
）(

１)

 

次世代半導体デバイスのシステム化・実用化 

次世代半導体デバイスの要素技術開発 

【社会実装に向けた取り組み】 
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進 

【エ・経15】 
・  大口径SiCウエハ（150mm、6インチ）

製造技術の開発（大口径結晶成長
技術、6インチウエハ加工技術、エピ
タキシャル膜成長技術） 

・  高品質・大口径SiCウエハ（150mm、6イ
ンチ）の一貫製造技術の確立 

・  SiC高耐圧スイッチングデバイス製造技
術の確立 

・  システムにおけるSiCスイッチングデバ
イスの効果実証 

 
・  用途別の要求仕様、開発目標を明確

化、デバイス開発を開始 

 
・  用途別のデバイス性能向上（高耐圧化、
低損失化、大容量化等） 

・  用途別のデバイス性能向上（高耐圧化、
低損失化、大容量化等） 

・  高温実装技術をはじめとする要素技術
の確立 

 
・  MVA級フルSiC電力変換器の試作 
・  応用に即した電力変換器の設計技術
開発 

 

・  シール材等周辺材料の開発 ・  シール材等周辺材料の開発 
・  用途別デバイス、周辺材料を組合せた
モジュール構造の検討 

・  異なる半導体を組合せたハイブリッド・
モジュールの設計、試作 

・  実装に向けて必要とされる技術の開発 

新材料研究開発（ダイヤモンド等） 
【エ・文13】 
・  ダイヤモンドの半導体材料化 
・  新原理パワートランジスタの実証と
開発 

・  低損失半導体ダイヤモンド合成 
・  ヘテロ構造界面素子の特性改善 

・  ダイヤモンドパワーデバイス最適素子
構成の提案 

・  低損失ダイヤモンド系ヘテロ構造界面
素子の実用化 

【エ・経15】 
・  開発された高耐熱部品を実装評価、
最終レベル仕様の部品開発 

 
・  3kV級SiC－MOSFETの試作 

技術開発 

技術開発 

技術開発 技術確立 

技術確立 

技術確立 

次世代パワー半導体デバイスの開発 
【エ・文13】【エ・経15】 

次世代半導体（SiC，GaN等）を活用したウエハ及びデバイスの開発 
情報交換・出口戦略共有 
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2014年度 2015年度 2016年度 
中間目標、アウトカム 

（2020年以降） 2013年度 主な取組 

革新的デバイスの開発による効率的エネルギー利用 エネルギー(4) 

次世代モーター部材の要素技術開発 

パ
ワ
ー
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
 

（
イ
ン
バ
ー
タ
，
モ
ー
タ
ー
等
）
（
２
）
 

【社会実装に向けた取り組み】 
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進 

新規高性能磁石開発 

低損失軟磁性体開発 現在の磁石よりも強い
高性能新規磁石の実
現とエネルギー効率の高
い省エネ型モーターの実
現 

次世代モーター部材の構成技術の開発 

【エ・経30】 
・  磁石粉末にNdリッチ相を均一に膜
厚数nmで付ける方法の検討 

・  HDDR法による高異方性磁石粉末
製造の予備実験 

【エ・経30】 
・  低損失軟磁性材料の合成プロセ
スの開発 

・  固化プロセスの開発 

・  低損失軟磁性材料作製プロセスの
開発 

・  三次元固化プロセスの開発 

【エ・経30】 
・  既存高性能磁石材料を用いた高
効率モーターによる特性の評価 

【エ・経30】 
・  磁石粉末にNdリッチ相を均一に膜厚
数nmで付ける方法の開発 

・  HDDR法による高異方性磁石粉末製造
の開発 

・  最適な磁性材料の特性の検討 ・  既存高性能磁石材料を用いた高効率
モーターの作製、試験 

・  低損失軟磁性材料作製プロセスの
高効率化 

・  三次元固化プロセスの開発 

【エ・経30】 
・  結晶粒肥大化を防止する焼結技術開発 
・  HDDR法による高異方性磁石粉末に対

する粒界拡散法の最適化 

・  モーター特性、磁性特性を最適化させ
た高効率モーターの作製 

・  製造プロセス技術の開発 

・  低損失軟磁性材料大量合成プロセス検討 
・  複雑形状に適用できる三次元固化プロセ
スの開発 

・  磁気特性が「Bs1.6T以上」「400Hz・1Tにお
ける損失3W/kg台」を両立する“Fe基ナノ
結晶軟磁性材料”の実用化 

【エ・経30】 
・  結晶粒肥大化を防止する焼結技術検討 
・  HDDR法による高異方性磁石粉末製造法

の最適化 
・  現在の耐熱性ジスプロジウム含有ネオジ
ウム焼結磁石の1.5倍の最大エネルギー
積「180℃において38MGOe」を持つジスプ
ロジウムを使わないネオジム磁石の開発 

【エ・経37】 
 
・Pt族：長時間・高温使用における耐久
性試験 

・Bi：含有量を下げての提案軟化試験及
び延性向上による接合線の再径化 

・La：電極の厚みの薄化及び表面積の
拡大 

・Pt族：耐震動、加熱冷却サイクル試験 
・Bi ：少含有量での漏れ性確認試験等 
・La：電極単体での安定性試験等 
・Y ：電解質の厚みの薄化等 
・Ge：シリコン－ゲルマニウム系発電セル

材料の組成分析等 

・Y：  燃料電池の試作による電気的安定性
試験及び熱安定性試験  

・Ge：シリコン－ゲルマニウム系太陽電池

の試作による電気的安定性試験及び
熱安定性試験 

次世代モーター部材のシステム化・実用化 

希少金属代替材料の技術開発 

成果の応用 

技術開発 

技術開発 

技術開発 

技術開発 

技術確立・実用化 

技術確立・実用化 

技術確立・実用化 

成果の活用 

・Dy: 高温における磁化率を保持するため、安定なナノ粒子の製造及びその焼結技術の開発 
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 【取組の内容】 
この取組では、炭素繊維等炭素系材料、マグネシウム、チタン等金属系材料、
革新鋼板等の新材料開発、部材特性に適した設計及び接合技術等を研究
開発する。これら高機能材料を、エネルギー消費の大きな輸送機器等に適用
し、機器の軽量化や長寿命化による省エネルギー効果の向上を図る。この取
組により、エネルギーの効率的な利用と、国際展開をねらう先端技術を有する
社会を実現する。 
 



 構造材料 平成26年度 アクションプラン特定施策（連携施策群） 

               施策名 施策番号 府省 実施期間 H26年度予算 (概算:百万円) 

効率的エネルギー利用に向けた革新的構造材料の開発 エ・文14 文科省 H24～H33 2,252の内数 

革新的新構造材料等技術開発プロジェクト エ・経16 経産省 H25～H34 6,093 

低燃費・低環境負荷に係る高効率航空機の技術開発 エ・文10 文科省 H16～H29 
（検討中） 1,500 

（特定における特記事項） 
 
・本施策は、構造材料の高強度化かつ軽量化を図ることにより輸送機器の抜本的な効率向上に向けた研究開発を行うものである。当該
分野における我が国の技術力、競争力は高く、今後も維持発展が望まれることから、本施策の意義は認められる。 
・エ・経16が事業化を見据えた技術開発、エ・文14が元素の役割解明から革新的な部素材の実用化を見据えた基礎研究を行っており、ま
たエ・文10は上記取組の出口のひとつとして連携を果たしている。 
 
・今後は、経産省－文科省間の情報交換に止まらない、より広範で密接な連携体制を構築することを期待する。 
 
 

連携施策群：革新的構造材料の開発 
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  特定施策名 施策番号 府省 事業期間 H26年度予算(概算:百万円) 

次世代素材等レーザー加工技術開発プロジェクト エ・経33 経産省 H14～H26 720 

ナノ炭素材料実用化プロジェクト エ・経14 経産省 H22～H26 1,543 

単独施策 



輸送機器（自動車・
航空機等）の構造部
材に適用し軽量化に貢
献 

2014年度 2015年度 2016年度 
中間目標、アウトカム 

（2020年以降） 2013年度 主な取組 

革新的構造材料の開発による効率的エネルギー利用 エネルギー(5) 

構
造
材
料
（
１
）
 

新部素材開発（金属系・炭素系・有機系等） 
【エ・文14】 
・  電子論、解析評価、材料創製の3グ
ループからなる拠点機関の設置 

・  全連携機関が横断的に連携する共同

研究組織により電子欠陥の理論研究
を推進 

・  格子欠陥の解析を実施 ・  格子欠陥理論により希少元素の役割を
解明、革新材料の創製 

【エ・経14】 
・  CNT分散法・分散液評価法・リスク
評価などの共通基盤技術まとめ 

 
 
 
・  高品質グラフェン作製技術の開発

と透明導電フィルム、放熱材への
応用検討 

 （小サイズのサンプル作成と評価の
実施） 

・  スーパーグロース法CNTの商業化 
 
 
 
 
・  高品質グラフェン作製技術の確立と透
明導電フィルム、放熱材の試作 

【フレキシブルタッチパネル用グラフェン
透明電導フィルムの目標性能・コスト】 

  －透過率88%（基材込） 
  －シート抵抗150Ω/sq 
  －曲げ耐久性（マンドレル径12mm）と

導電性の長期安定性 
【グラフェン放熱材の目標性能・コスト】 
  －熱伝導度2000W/m・K 
  －厚さ3μm以下 

・  世界初の単層CNTの工業的量産 
 （医療・介護用センサーシート等の開発
（導電性30S/cm）） 

 
 
・  高品質グラフェンの大面積生産技術の

確立（大面積の透明電導フィルムの作
製、ユーザーへのサンプル提供・評価
の実施） 

・  単層CNTを用いた極限環境・高耐久性ゴ
ムなどの高機能部材の商業化 

 （スーパーグロース単層CNT商業プラントの
立ち上げ（生産量10t/年）） 

 
・  グラフェン透明導電フィルムの量産化技
術の確立 

 （フレキシブルタッチパネル用透明電導フィ
ルムの量産技術の確立） 

・  アルミ：新合金開発 
・  チタン：製造プロセス装置の試作 
・  マグネシウム：新合金開発 
・  鉄鋼：革新鋼板の開発に向けた各種検
討 

・  炭素繊維複合材料：モデル部材向け材
料開発 

・  炭素繊維：新規製造プロセス開発 

【エ・経16】 
・  アルミ：新合金設計 
・  チタン：製造プロセスの設計 
・  マグネシウム：新合金設計・合金評
価方法の検討 

・  鉄鋼：革新鋼板の開発に向けた各
種検討 

・  炭素繊維複合材料：モデル部材 
 の選定、材料設計等 
・  炭素繊維：新規製造プロセス開発 

・  アルミ：新合金開発 
・  チタン：高強度チタン材開発 
・  マグネシウム：新合金開発 
・  鉄鋼：革新鋼板の開発 
・  炭素繊維複合材料：構造設計・成形要求
の取り込み 

・  炭素繊維：新規製造プロセス開発 

・  アルミ：新合金強化 
・  チタン：高強度チタン材開発 
・  マグネシウム：新合金開発 
・  鉄鋼：革新鋼板の開発 
・  炭素繊維複合材料：材料設計技術の
体系化 

・  炭素繊維：新規製造技術の確立 

技術開発 

技術開発 

技術開発 技術確立・商業化 

【エ・文10】（再掲） 
・  複合材適用による航空機エンジ

ンの高効率化、機体の低抵抗
化・軽量化に関する研究  

・  複合材適用による航空機エンジンの高

効率化、機体の低抵抗化・軽量化に向
けた検証試験、予備解析により、技術
実証の見通しを得る 

・  複合材適用による航空機エンジンの高効

率化、機体の低抵抗化・軽量化に向けた
性能解析を実施し、技術実証に着手 

・  複合材適用による航空機エンジンの高

効率化、機体の低抵抗化・軽量化の技
術実証 

技術実証 

情報交換・成果の受け渡し 

情報交換・成果の受け渡し 

構造部材への適用技術の開発（輸送機器（自動車・航空機等）の軽量化等） 

新部素材等の要素技術開発 
革新的構造材料の開発 
【エ・文10】【エ・文14】【エ・経16】 
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輸送機器（自動車・
航空機等）の構造部
材に適用し軽量化に貢
献 

技術確立・製品化 

2014年度 2015年度 2016年度 
中間目標、アウトカム 

（2020年以降） 2013年度 主な取組 

革新的構造材料の開発による効率的エネルギー利用 エネルギー(5) 

構
造
材
料
（
２
）
 

【社会実装に向けた取り組み】 
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進 
・トップランナー基準の推進 

新材料特性等評価技
術の確立・標準化 新材料特性等評価技術の開発・標準化 

異種材料接合等技術の開発・標準化 
【エ・経16】 
・  各種材料の適した接合技術の
検証  

・  母材強度に対する継手強度50％の達成 ・  母材強度に対する継手強度70％の達成 ・  母材強度の90％の継手強度へ向けた
開発方針検討 

新部素材等レーザー加工技術の開発 
【エ・経33】 
・  テスト用加工機システムを用いて
の炭素繊維樹脂（CFRP）の切断処

理後の加工品位評価、開発レー
ザーの評価、加工条件の基礎
データを取得 

 
・  開発したレーザーと光学システム

を組み合わせた表面処理装置の
加工システム化の推進、性能評
価の実施 

 
 
・   レーザー粉末成形装置の成形精
度：±0.1 mm、成形時間：16 時間
以内（高さ50 mmサイズ基準パー
ツ）を達成しプロトタイプ完成 

・  切断加工速度6 m/min以上、切断面に
おける反応層の厚み100 μm以下（基材
厚み3 mm以上）を達成する加工技術
の確立、CFRPレーザー切断加工装置
のプロトタイプを完成 

 
・  ビーム幅500mm以上の表面処理技術

の確立し、大面積レーザー表面処理装
置のプロトタイプ完成 

・  切断加工に係る評価技術の構築及び、
上記加工条件や品位が可能なCFRP 加
工システムのグランドデザインを作成 

 
・  表面処理に係るレーザー結晶化性能の

検証及び、大面積表面処理性能を評価
し、加工システムの実証評価を実施 

・  CFRP レーザー切断加工システムの製品
化 

 
 
・ 大面積レーザー表面処理システムの製品
化 

技術開発 

技術開発 

革新的構造材料の開発 
【エ・文10】【エ・文14】【エ・経16】 
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